
学部名：　　　経営学部

2019年度計画 2019年度実行内容

中期目標に対する中期計画の具体的
項目

各部局で、中期目標・中期計画に基
づいて計画する（具体的に期限やレ
ベルなど数値目標を挙げて定量的に
記載する）

（2019年度計画の具体的実行内容を
具体的に期限やレベルなど数値目標
を挙げて定量的に記載する）

年度の中間及び年度末に計画の達
成状況を評価する。 該当する項
目については、セルを分割して、
上段に中間報告、下段に最終報告
を記載する。

現在、理念目的の見直し中であ
り、近々委員会を開催し、審議の
予定である。

経営学部将来検討会議にて検討す
ることとなり、3月16日現在2回開
催した。

9月末〆切に向けて、履修要覧を改
訂中。改訂済み次第、HPへの掲
載、次年度へ便覧への記載を予定
している。

履修要覧改訂済。大学HPにて公開
予定。

H30下期に十分実施したので、定期
開催はしないこととした。現在は3
ポリシーの見直し議論の準備中で

経営学部将来検討会議にて検討す
ることとなった。3月16日現在２回
開催。

学内制度としてほとんどの教員が
参加し実施済み。1ページ型のレ
ビュー記録を学部長が保管。

理念・目的を適切に設定し、その適
切性について、定期的に検証する。

理念・目的を及び学部・研究科の目
的を学則又はこれに準ずる規則等に
適切に明示し、教職員及び学生に周
知し、社会に対して公表する。

理念・目的を及び学部・研究科の目
的を実現していくため、将来を見据
えた中・長期の計画その他の諸施策
を設定する。

【経営学部教務委員会の定期開催】
理念・目的の適切性について、経営
学部教務委員会にて定期的に検討す
る。

【履修要覧の充実】大学・学部・学
科の理念・目的を履修要覧やHPに明
示的に掲載し、社会・教職員・学生
への周知を図る。

【経営学部教務委員会の定期開催】
大学・学部・学科の理念・目的を実
現していくための将来を見据えた
中・長期の計画その他の諸施策を、
経営学部教務委員会にて継続的に議
論し、必要に応じて教授会等に提
案・実施する。

年２回程度議題に掲げ、議事録をエ
ビデンスとする。

経営学部の履修要覧・HPをエビデン
スとする。

年２回程度議題に掲げ、議事録をエ
ビデンスとする。

［理念・目的］
教育の理念・目的に基づき、人材
育成の目的、その他の教育研究上
の目的を適切に設定し公表すると
ともに、それを実現するために将
来を見据えた中・長期の計画その
他の諸施策を明確にする。

［内部質保証］
教育の理念・目的を実現するため
に、内部質保証システムを構築
し、恒常的・継続的に教育の質の
保証及び向上に取り組む。

就実大学大学院・就実大学の中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況

計画達成状況
　部局及び学科における2019年度計画と実行内容

中　期　目　標 中　期　計　画

計画：2019年5月10日／中間報告：2019年9月30日／最終報告：2020年3月31日

学内制度のピアレビューをエビデン
スとする

内部質保証の推進に責任を負う全学的
な体制を整備し、内部質保証のための
全学的な方針及び手続を明示する。

【全学ピアレビュー】ピアレビュー
を全学的に採用し相互に研鑽する体
制を構築する。



ほとんどの教員参加でレビュー
シートを提示している。それをも
とに、授業改善を実施している。
学部長保管

教務委員会にて実施済み。※議事
録

学科毎教務委員にてチェック済
（2/28〆切）、修正の要否を学部
長・学科長が検討し必要に応じて
修正を依頼予定。

就実経営研究を発行した（No.4
2019年）。また、地域貢献報告(第
11号)の中に出前授業4件、地域連
携活動5件、委員会7件、講師派遣6
件を実施したした。

「就実経営研究」をNo5を発刊予定
(3/31)である。

アセスメントポリシーを作成中で
あり、年度末までに改訂版の作成
を完了し、第1次運用を開始する予
定である。

経営学部将来検討会議にて検討す
ることとなった。3月16日現在２回
開催。

就実大学経営学会2019年度第１回
定例研究会を６月26日（水）に開
催した（教育研究組織資料１，資
料２)。また，今後の予定も検討し
た（教育研究組織資料１の２頁
目）。

［内部質保証］
教育の理念・目的を実現するため
に、内部質保証システムを構築
し、恒常的・継続的に教育の質の
保証及び向上に取り組む。

【学部評価基準の設定と見直し】内
部質保証システムの適切性について
定期的に点検・評価を行うべく学部
評価基準を策定・運用するととも
に、必要に応じて改善・向上を図
る。

学内制度のピアレビューをエビデン
スとする

全学教務委員会の議事録をエビデン
スとする

「就実経営研究」、「地域貢献白
書」、全学HPをエビデンスとする。

運用実績をエビデンスとする。

教育研究組織を適切に設定し、学術
の進展や社会の要請との適合性につ
いて、定期的に点検・評価を行い、
その結果をもとに改善・向上に向け
た取り組みを行う。

就実大学経営学会定例研究会を継続
的 に 開 催 す る 。
また、学会紀要『就実経営研究』を
年度内に発行する。

就実大学経営学会定例研究会を開催
するが、今年度は若手教員３名の報
告、卒業論文発表会、外部講師の報
告 な ど を 実 施 す る 。
また、学会紀要『就実経営研究』を
年度内に発行する。

内部質保証の推進に責任を負う全学的
な体制を整備し、内部質保証のための
全学的な方針及び手続を明示する。

内部質保証の方針及び手続に基づき、
自己点検・評価を改革・改善に繋げる内
部質保証システムが有効に機能してい
るか検証する。

教育研究活動、自己点検・評価結果、
財務、その他の諸活動の状況等を適切
に公表し、社会に対する説明責任を果
たす。

内部質保証システムの適切性について
定期的に点検・評価を行い、その結果を
もとに改善・向上に向けた取り組みを行
う。

【全学ピアレビュー】ピアレビュー
を全学的に採用し相互に研鑽する体
制を構築する。

【全学シラバスチェック】シラバス
が適切かどうかのシラバス・チェッ
クを全学教務委員会で行う。

【就実経営研究】【地域貢献白書】
経営学部の教育研究活動等の諸活動
について、「就実経営研究」「地域
貢献白書」にて適切かつ積極的に公
表する。※全学的な情報は、HP
（HOME>就実大学・就実短期大学に
ついて>さまざまな取り組みのご紹
介>教育情報の公表にて適切かつ積
極的に公表する。

［教育研究組織］
教育の理念・目的を実現するため
に、適切な教育研究組織を整備す
る。



学会紀要『就実経営研究』第５号
を３月末に発行する。

学位授与方針を大学HPに掲載し
た。特設サイトについては後期に
掲載する予定である。

学位授与方針については、大学HP
に掲載した。
なお、特設サイトについては、サ
イトの内容見直しを行っていたた
め、掲載ができていない。次年度
の掲載を検討する。

教育課程の編成・実施方針につい
ては掲載ができていない。掲載内
容は作成したので、後期の更新に
際して掲載する予定である。
教育課程の編成・実施方針につい
ては掲載ができていない。
掲載内容は確定しているので、次
年度の更新にあわせて掲載する。

令和1年9月4日に開催した、経営学
部教務委員会の議事録をエビデン
スとする。

経営学部将来検討会議にて検討す
ることとなった。3月16日現在２回
開催。

令和1年9月4日に開催した、経営学
部教務委員会の議事録をエビデン
スとする。

経営学部将来検討会議にて検討す
ることとなった。3月16日現在２回
開催。

設定した学位授与方針を大学および
学部特設ホームページに掲載する。

教育課程の編成・実施方針を大学お
よび学部特設ホームページに掲載す
る。

【経営学部教務委員会の定期開催】
教育目標、学位授与方針及び教育課
程の編成・実施方針の適切性につい
て、経営学部教務委員会にて定期的
に検討する。

【経営学部教務委員会の定期開催】
カリキュラムマップ・ツリーや授業
科目の適切性について、経営学部教
務委員会にて定期的に検討する。

設定した学位授与方針を大学および
学部特設ホームページに掲載する。

教育研究組織を適切に設定し、学術
の進展や社会の要請との適合性につ
いて、定期的に点検・評価を行い、
その結果をもとに改善・向上に向け
た取り組みを行う。

就実大学経営学会定例研究会を継続
的 に 開 催 す る 。
また、学会紀要『就実経営研究』を
年度内に発行する。

就実大学経営学会定例研究会を開催
するが、今年度は若手教員３名の報
告、卒業論文発表会、外部講師の報
告 な ど を 実 施 す る 。
また、学会紀要『就実経営研究』を
年度内に発行する。

教育課程の編成・実施方針を大学お
よび学部特設ホームページに掲載す
る。

年２回程度議題に掲げ、議事録をエ
ビデンスとする。

年２回程度議題に掲げ、議事録をエ
ビデンスとする。

［教育研究組織］
教育の理念・目的を実現するため
に、適切な教育研究組織を整備す
る。

教育目標に基づく学位授与方針を設
定し、公的刊行物やホームページ等
によって、教職員及び学生に周知
し、社会に公表する。

教育目標・学位授与方針に基づく教
育課程の編成・実施方針を設定し、
公的刊行物やホームページ等によっ
て、教職員及び学生に周知し、社会
に公表する。

教育目標、学位授与方針及び教育課
程の編成・実施方針の適切性につい
て、定期的に検証する。

教育課程の編成・実施方針に基づ
き、学部・学科に応じたカリキュラ
ムマップやツリーを作成して、必要
な授業科目を適切に設定し、接続性
や順次性のある教育課程を体系的に
編成する。

［教育課程・学修成果］
教育の理念・目的を実現するため
に、学位授与方針（ディプロマポ
リシー）及び教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）
を明示し、十分な教育上の成果を
上げるための教育内容を備えた体
系的な教育課程を編成するととも
に、効果的な教育を行うための
様々な措置を講じ、学修成果の修
得状況を把握し評価して、学位授
与を適切に行う。



導入ゼミナールⅠでは、すべての
ゼミナールをいくつかのグループ
に分け、合同で導入ゼミナールを
実施し、その中でグループワーク
を行った。また、研修旅行は、添
付した研修旅行のしおりに基づい
て岡山県内の企業見学等を実行し
た。

導入ゼミナールIIに加えて、異文
化 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 研 修
（9/2,5）を実施し、良好な教育成
果を得た。

2年生の後期に実施される長期イン
ターンシップに先立ち、シラバス
に従い特別講義Ⅰを通して、社会
人として知っておかなければなら
ない作法やルールについての理解
を深めた。加えて専門ゼミナール
Ⅰにおいて、各自が派遣される企
業の業界分析についての課題レ
ポートの作成を通して、派遣先企
業の業界構造について理解を深め
た

2年次の長期インターンシップに置
いて留学や国内研修先で実務体験
した。それらを纏めて報告書とし
て提示させ、前期に加え、研修先
付与課題と自主設定のテーマを考
え実行する中で、より視野の広い
教育プロセスとなった。

教務委員会にて実施済み

学科毎教務委員にてチェック済
（2/28〆切）、修正の要否を学部
長・学科長が検討し必要に応じて
修正を依頼予定。

［教育課程・学修成果］
教育の理念・目的を実現するため
に、学位授与方針（ディプロマポ
リシー）及び教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）
を明示し、十分な教育上の成果を
上げるための教育内容を備えた体
系的な教育課程を編成するととも
に、効果的な教育を行うための
様々な措置を講じ、学修成果の修
得状況を把握し評価して、学位授
与を適切に行う。

全学教務委員会の議事録をエビデン
スとする

年２回程度議題に掲げ、議事録をエ
ビ デ ン ス と す る 。
スタートアップ就実では自校教育、
仲間作り・人権教育、キャリア・ラ
イフデザイン教育、情報教育を柱と
したスタートアップ就実を実行す
る。導入ゼミナールⅠでは、グルー
プワークを取り入れ実行する。ま
た、研修旅行の企業見学では岡山県
内の企業の見学や有識者の講演を聴
講し、地域産業の理解を深める取り
組みを実行する。

年２回程度議題に掲げ、議事録をエ
ビデンスとする。初年次教育では、
合同での導入ゼミナールⅠを実施す
る前に、全ゼミナール共通で、テキ
ストを用いた初年次教育を行う。ま
た、2年次の長期インターンシップ
や留学では、各学生が希望する派遣
先へ行き、就業体験や異文化交流を
通したアクティブ・ラーニングを行
う。

初年次教育・高大連携に配慮した教
育内容、専門分野の高度化に対応し
た教育内容を提供する。

幅広く深い教養及び総合的な判断力
を培い、豊かな人間性を涵養する教
育課程を編成する。

教育目標の達成に向けた授業形態、
学生の主体的参加を促す授業方法
（アクティブラーニング）など、学
修指導を充実する。

【経営学部教務委員会の定期開催】
初年次教育・高大連携に配慮した教
育内容、専門分野の高度化に対応し
た教育内容が提供出来ているかを、
経営学部教務委員会にて定期的に検
討する。 スタートアップ就実の必
修化および、導入ゼミナールⅠにお
いて、複数のゼミを合同開催や研修
旅行での企業見学の実施による初年
次教育の質を高める。

sai

【全学シラバスチェック】教育目標
の達成に向けた授業形態、学生の主
体的参加を促す授業方法（アクティ
ブラーニング）など、学修指導が適
切かどうかのシラバス・チェックを
全学教務委員会で行う。



WEBCLASSやGoogleForm等の活用の
ほか、「NEEDS Financial Quest」
の導入、「INDB Finder」の試験的
導入を行い教育・研究に役立て
た。

教員が独自に、WeｂClassを用いた
電子アンケートで学習状況把握、
RESASを使って地方自治体の統計情
報の入手、Google Formでの一般ア
ンケートで卒論への展開等を実施
している。

教務委員会にて実施済み

学科毎教務委員にてチェック済
（2/28〆切）、修正の要否を学部
長・学科長が検討し必要に応じて
修正を依頼予定。

教務委員会にて実施済み

12/25の全学FD研修会にて徹底。教
授会における教務委員会報告にて
口頭指導。

教授会にて「教務委員からのお願
い」として指導を行った

12/25の全学FD研修会にて徹底。教
授会における教務委員会報告にて
口頭指導。

［教育課程・学修成果］
教育の理念・目的を実現するため
に、学位授与方針（ディプロマポ
リシー）及び教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）
を明示し、十分な教育上の成果を
上げるための教育内容を備えた体
系的な教育課程を編成するととも
に、効果的な教育を行うための
様々な措置を講じ、学修成果の修
得状況を把握し評価して、学位授
与を適切に行う。

授業やゼミの運営において、各教員
がWEBCLASSやGoogleForm等の情報
ネットワークを活用する。

経済産業省の「地域経済分析システ
ム（RESAS）」の操作、活用方法の
習得を行う。

全学教務委員会の議事録をエビデン
スとする

教授会の議事録をエビデンスとする

教育効果を上げるための多様な手段
の導入と情報ネットワークを利用し
た教育システムへ展開し、キャンパ
ス外教育を推進する。

授業の目的、到達目標、授業内容・
方法、授業計画、成績評価方法・基
準等を明らかにしたシラバスを、統
一した書式で作成し、公表する。

シラバスの内容と授業内容・方法と
の整合性を取り、シラバスに基づく
授業を行う。

キャンパス外でも学修コンテンツを
提供し、学修成果の評価が円滑に行
えるよう、WEBCLASSを最大限に活用
する。
ICTを活用した実践教育として、
GoogleForm等のオンラインアンケー
トシステムやR等のオープンソース
ソフトウエアの活用を行う。

統計ソフトウェア、財務データ等の
ビッグデータの活用により、経済、
経営分析の高度化を図る。

【全学シラバスチェック】授業の目
的、到達目標、授業内容・方法、授
業計画、成績評価方法・基準等を明
らかにした統一した書式のシラバス
になっているかのチェックを全学教
務委員会で行う。

【教授会での指導】シラバスの内容
と授業内容・方法との整合性を取
り、シラバスに基づく授業を行うよ
う、教務委員が教授会にて教員への
指導を行う。

【教授会での指導】シラバスに記載
したとおりの成績評価を実施し、単
位制度の趣旨に基づく成績評価、単
位認定を適切に行うよう、教務委員
が教授会にて教員への指導を行う。

教授会の議事録をエビデンスとする

厳格な成績評価を実施するシステム
と制度を構築し、学生学修力の向上
と教育の質の改善を図り、単位制度
の趣旨に基づく成績評価、単位認定
を適切に行う。



教授会にて「教務委員からのお願
い」として指導を行った

2019/9月度教授会ににてルーブ
リック確認。また、R02年度の共通
的なルーブリックの見直しを先行
的に実施している。

全学授業評価アンケートを実施し
た

全学授業評価アンケート、それに
対する回答、授業参観、を実施し
FDへ展開している。エビデンスは
各部長保管

前期中に就実経営学会の定例研究
会を開催した。後期には3回程度の
開催を予定している。

就実経営学会の定例研究会を定期
的に開催するとともに、授業方法
に関わる研究会を開催した。
また、長期インターンシップの協
力企業・団体交流会を開催し、教
育・実習内容についての意見交換
を行った。

［教育課程・学修成果］
教育の理念・目的を実現するため
に、学位授与方針（ディプロマポ
リシー）及び教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）
を明示し、十分な教育上の成果を
上げるための教育内容を備えた体
系的な教育課程を編成するととも
に、効果的な教育を行うための
様々な措置を講じ、学修成果の修
得状況を把握し評価して、学位授
与を適切に行う。

学位授与にあたり学位論文審査の基
準を適切に設定し、学生に明示す
る。

教育内容・方法等の改善を図るため
に、組織的な研修・研究の機会を設
ける。

授業の相互参観を実施して、意見を
参考にして各自が改善策を作成す
る。また、長期インターンシップお
よび留学についての運営委員会を開
催し、学外の組織を巻き込んだ研修
機会を設ける。

学位授与にあたり学位論文審査の基
準を適切に設定し、学生に明示す
る。

教育方法について、全学での研修お
よび学部学会の定例研究会を通じて
発展を図る。
授業の相互参観を年２回実施すると
ともに、長期インターンシップ協力
先企業・団体を招いて、教育効果の
高いインターンシップについての研
修を夏季休暇中（８月）に実施す
る。

学位授与にあたり学位論文審査の基
準を適切に設定し、学生に明示す
る。

授業評価アンケートや相互授業参観
などにより、教育成果について定期
的な検証を行い、その結果を授業の
内容及び方法の改善に反映させる。

【教授会での指導】設定したルーブ
リック評価に基づき、適切に学位授
与（卒業・修了認定）を行うよう、
教務委員が教授会にて教員への指導
を行う。

【教授会での指導】授業評価アン
ケート及び相互授業参観により、教
育成果について定期的な検証を行
い、その結果を授業の内容及び方法
の改善に反映させるべく、学部長・
学科長が定期的な教員個人面談指導
を行う。

面談の実施実績をエビデンスとす
る。

教授会の議事録をエビデンスとする

学修成果を測定するための評価指標
（ルーブリック評価など）を適切に
設定し、学位授与（卒業・修了認
定）を適切に行う。

2019/9月度教授会ににてルーブ
リック確認。また、R02年度の共通
的なルーブリックの見直しを先行
的に実施している。



刷新した経営学部のアドミッショ
ンポリシーを募集要項の掲載する
ことに加え、6月、7月、8月に実施
したオープンキャンパスの学科ガ
イダンスの際に、アドミッション
ポリシーについて説明し、受験生
に周知した。オープンキャンパス
の学科ガイダンスで使用した資
料、および2020年度の学生募集要
項をエビデンスとする。

刷新した経営学部のアドミッショ
ンポリシーを募集要項の掲載する
ことに加え、6月、7月、8月に実施
したオープンキャンパスの学科ガ
イダンスの際に、アドミッション
ポリシーについて説明し、受験生
に周知した。(添付資料1)

すでに設定済み。

設定した小論文や面接の評価基準
を事前に試験担当者に周知し、評
価の適正化を強化した。(添付資料
2)
合格者、および入学者数について
調整を行うことが決定。

入学定員に対する入学者数比率の
適正な管理を過年度の実績と入試
得点などを基礎資料として行っ
た。(添付資料3)

入学試験時の受験番号と入学後の
学籍番号との突き合わせを検討し
ている。

2014年度入学(2017年度卒業)のう
ち70名について、入試区部別に入
試得点と入学後４年間の累積GPAの
関係を検討した。その結果、一般
推薦入試25名と後期一般入試5名に
おいて，入試得点と累積GPAに正の
相関があると推察された。(資料
４)

教員自己評価の記入・提出、クラ
ス担任ハンドブックの配布を行っ
た

在学生について、出身高校・入試区
分・累積GPA、コース、就職状況な
どについて、追跡調査を試み、入試
区分ごとの傾向を把握し、適正な入
学者選抜について、管理・検討を行
う。

定員の増加に伴い、入学者数の管理
をより慎重に行うことが必要となる
ため、入学定員に対する入学者数比
率の適正な管理を行う。

小論文や面接の評価基準について
は、事前に設定し、試験担当者に周
知し、評価の適正化を強化する。

経営学部のアドミッション・ポリ
シーを刷新し、ホームページおよび
募集要項に掲載するだけでなく、
オープンキャンパスや出前講義等で
受験生への周知を図るようにする。

刷新した経営学部のアドミッショ
ン・ポリシーを、ホームページおよ
び募集要項に掲載するだけでなく、
オープンキャンパスや出前講義等で
説明して受験生への周知を図るよう
にする。

設定した小論文や面接の評価基準を
事前に試験担当者に周知し、評価の
適正化を強化する。

定員の増加に伴い、入学者数の管理
をより慎重に行う必要となるため、
入学定員に対する入学者数比率の適
正な管理を行う。

在学生について、出身高校・入試区
分・累積GPA、コース、就職状況な
どについて、追跡調査を試み、入試
区分ごとの傾向を把握し、適正な入
学者選抜について、管理・検討を行
う。

［学生の受け入れ］
教育の理念・目的を実現するため
に、学生の受け入れ方針を明示
し、その方針に沿って適切な入学
者選抜制度により公正な受け入れ
を行う。（留学生を含む）

求める学生像、学生の受け入れ方針
（アドミッションポリシー）を設定
し、公的刊行物やホームページ等に
よって、受験生に周知し、社会に公
表する。

学生の受け入れ方針に基づき、学生
募集及び入学者選抜の制度や運営体
制を適切に整備し、入学者選抜を公
正に実施する。

適切な定員を設定し、在籍学生数を
収容定員に基づき適正に管理する。

学生の受け入れの適切性について定
期的に点検・評価を行い、その結果
をもとに改善・向上に向けた取り組
みを行う。

面談の実施実績をエビデンスとす
る。

教員に求める能力・資質、教員構
成、教員の組織的な連携体制と教育
研究に係る責任の所在など、各学部･
研究科等の教員組織の編制に関する
方針を明示にする。

【教員自己評価】【クラス担任ハン
ドブック】定められた教員の業務・
行動指針の認知・徹底を図るととも
に、学部長・学科長が定期的な教員
個人面談指導を行う。

［教員・教員組織］
教育の理念・目的を実現するため
に、求める教員像や教員組織の編
制方針を明確にし、それに基づく
教員組織を整備するとともに、
ファカルティ・ディベロップメン
ト（ＦＤ）活動を実施して絶えず
教員の資質向上に取り組む。



教員組織の編成方針の見直しを
行っており、すでに総務に提出済
み。

適宜人事委員会を行った

適宜人事委員会を行った。教員組
織につては経営学部将来検討会議
にて検討予定。

適宜人事委員会を行った

適宜人事委員会を行った。規定に
つては現行規定・内規を踏襲し
た。

全学FD研修会を実施

全学FD研修会を実施。学部独自の
FD研修を経営学会にて実施（演劇
を活用したアクティビティとファ
シリテーション手法）。

定期開催はしないこととした（必
要に応じて不定期開催）

経営学部将来検討会議にて検討予
定。

計画通り学生指導を実行してい
る。資料「学生支援（1）」に担当
体制を示す。

計画通り、各学年の各個人を対象
として学生指導を行った。

計画通り実行している。資料「学
生支援（2）」に内容を添付する。

計画通り実行した。

FD研修の出欠記録をエビデンスとす
る。

年２回程度議題に掲げ、議事録をエ
ビデンスとする。

面談の実施実績をエビデンスとす
る。

人事委員会の議事録をエビデンスと
する

【人事委員会】規定に則り、学部人
事委員会において、適切な教員人事
を行う。

ＦＤ活動を組織的かつ多面的に実施
し、教員の資質向上及び教員組織の
改善・向上を図る。

教育研究活動等、教員組織の適切性
について定期的に点検・評価を行
い、その結果をもとに改善・向上に
向けた取り組みを行う。

教員に求める能力・資質、教員構
成、教員の組織的な連携体制と教育
研究に係る責任の所在など、各学部･
研究科等の教員組織の編制に関する
方針を明示にする。

教育課程・編制方針に基づき、教育
研究活動を展開するため、授業科目
と担当教員の資格・適合性を明確に
して、教員組織を適切に編制する。

教員の募集・採用・昇格等に関する
規定及び手続きを明確にして、適切
な教員人事を行う。

【人事委員会】規定に則り、学部人
事委員会において、適切な教員人事
を行う。

【人事委員会】学部人事委員会にお
いて、退職・移動予定者の後任人事
も含め、教員配置検討する。

【教員自己評価】【クラス担任ハン
ドブック】定められた教員の業務・
行動指針の認知・徹底を図るととも
に、学部長・学科長が定期的な教員
個人面談指導を行う。

学生学修意欲喚起や学修時間の確保
に向けての学修e-ポートフォリオの導入
で、学修支援を推進する。

1年次から実施する少人数制の演習
を通じて学生に基本的な学修習慣を
身につけさせるとともに、学内の情
報システムを活用して学生とのコ
ミュニケーション、学修状況の把握
をする。

学生は1年次から4年次までの各学年
において履修者5～10名の少人数の
演習を履修し、各担当教員はそこに
おいて演習指導を行うだけでなく、
クラス担任として、学生一人一人の
状況を把握し全般的な学生支援を行
う。

［教員・教員組織］
教育の理念・目的を実現するため
に、求める教員像や教員組織の編
制方針を明確にし、それに基づく
教員組織を整備するとともに、
ファカルティ・ディベロップメン
ト（ＦＤ）活動を実施して絶えず
教員の資質向上に取り組む。

【FD研修】大学が実施するFD研修に
積極的に参加し、教員の資質向上及
び教員組織の改善・向上を図る。

【人事委員会】【経営学部教務委員
会の定期開催】教育研究活動等、教
員組織の適切性について、人事委員
会や経営学部教務委員会にて定期的
に検討する。

［学生支援］
教育の理念・目的を実現するために
学生支援に関する方針を明確にし、
学生が学修に専念し、安定した学生
生活を送ることができるよう、修学支
援、生活支援および進路支援を適
切に行う。

1年次から4年次までの各学年におい
て履修者5～10名の少人数の演習を
実施する。各担当教員は演習指導だ
けでなく、クラス担任として、学期
始めの履修指導、コース選択の相談
等の全般的学習指導、およびその他
の学生生活面について支援を行う。

演習指導担当教員（クラス担任）
は、各回の演習において課題を課
し、1年次から基本的な学修習慣の
指導をするとともに、Webclass等の
情報管理システムを活用して、学生
の指導と学修状況の把握をする。

学生に対する修学支援、生活支援、進
路支援など、学生支援に関する方針を
明示する。



計画通り実行している。資料「学
生支援（3）」に教授会資料を添付
する。

計画通り実行した。学科内各学年
の在籍状況の確認についての教授
会資料を添付する。「学生支援」
資料①

資料「学生支援（4）」にミニ講義
の担当を示す。

上記資料の通り教員による各校へ
訪問を行った。

本年はこれまでのところ、学部に
該当する学生がいない。
大学全体としては保健管理セン
ターが担当し、学部として本年度
については対応する事案がなかっ
た。
資料「学生支援（5）①」にSA制度
について、②に成績優秀者への学
業奨励の資料を添付する。

学生表彰内規の改正および来年度
開始する修学支援新制度について
の検討資料を添付する（「学生支
援」資料②）

本年はこれまでのところ、学部に
該当する学生がいない。

大学全体としては保健管理セン
ターが担当しており、学部として
は本年度については対応する事案
がなかった。

資料「学生支援（6）」に就職状況
についての報告資料を添付する。

教授会で使用している進路決定状
況についての報告資料をエビデン
スとして添付する。「学生支援」
資料③

資料「学生支援（7）」に学生委員
会議事録を添付する。

留年者及び休・退学者の状況を把握し、
低減に向けての部局での方策を検討
し、適切に対処する。

リメディアル教育や高大連携による入試
前教育に関する支援体制を整備し、適
切に実施する。

包括提携を結ぶ県内高校において、
高校生に向けた講義を実施し、高校
生に大学教育の内容を紹介する。

演習指導教員（クラス担任）は各学
生の履修する全ての講義の出席状況
を把握するとともに、毎月の教授
会・学科会議において休・退学者の
状況について情報を共有し、個別の
休・退学者案件への対応について検
討する。

成績優秀者への経済支援、SA制度に
ついて各教員に周知し、利用推進す
る。個別の学生の経済的状況につい
て相談を受け付け、演習指導教員と
学生課が連携して支援制度の利用を
図る

問題が生じた場合、演習指導教員、
保健管理センターおよび教務課が連
携して対応し、教授会、関連委員会
において随時状況を報告し、情報を
共有して問題解決にあたる。また、
学内・社会一般の状況に照らして、
各対応マニュアルの修正を行う。

キャリア支援に関する組織体制を整備
し、進路選択に関わる指導・ガイダンス
を実施する。

学生支援の適切性について定期的に点
検・評価し、その結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行う。

［学生支援］
教育の理念・目的を実現するために
学生支援に関する方針を明確にし、
学生が学修に専念し、安定した学生
生活を送ることができるよう、修学支
援、生活支援および進路支援を適
切に行う。

長期インターンシップ・プログラム
運営委員会が2年次からのキャリア
教育を組織的に推進するとともに、
4年次以降は大学のキャリア支援・
開発課と連携して、全学生の就職状
況について教授会で情報共有し、必
要な支援を検討する。

2名の学生支援担当教員により、各
月の教授会において学生支援にかか
わる各種情報を報告し、問題につい
て検討する。

11名の教員からなる委員会の分業と
マニュアル作成を行ってプログラム
実施体制を整備し、提携企業との意
見交換会を開催する。また、大学の
キャリア支援・開発課と連携し、全
学生の就職状況について教授会で情
報共有し、必要な支援を検討する。

各月の教授会において学生委員が学
生支援の状況・案件を毎回報告し、
その適切性について検討する。必要
に応じて大学全体の学生委員会にて
討議し、対応の決定・対応方法の修
正をおこなう。

奨学金等をを通じた経済的支援の充実
を図り、安定した学生生活の実現に努め
る。

心身の健康保持・増進及び安全・衛生
へ配慮するとともに、学生の人権を保障
し、ハラスメント防止のための措置を適切
に行う。

学生が問題に直面した場合は、演習
指導教員、保健管理センターおよび
教務課が連携して対応するととも
に、教授会、関連委員会において随
時状況を報告し、情報を共有しつ
つ、問題の解決にあたる。また、状
況に照らして各対応マニュアルの修
正を行う。

成績優秀者への経済支援をするとと
もに、SA制度の利用を推進する。家
庭事情の急変等による学生の経済的
状況について問題が生じた場合は、
各学生の演習指導教員と学生課が連
携して、支援制度の利用を図る。

学内の保健管理センターおよび教務
課と連携して適切な対応を行うとと
もに、状況に照らして各対応マニュ
アルを適宜修正する。

演習指導教員（クラス担任）は学期
中、定期的に、各学生の履修する全
ての講義の出席状況を把握する。毎
月の教授会・学科会議において休・
退学者の状況について情報を共有
し、個別の休・退学者案件への対応
について検討する。

全教員が高校生に向けた「ミニ講
義」の内容を登録し、包括提携を結
ぶ県内高校からのリクエストに応じ
て高校生に大学教育の内容を紹介す
る体制を整え、これを実施する。

障がいのある学生に対する支援体制を
整備し、修学支援措置を適切に行う。

学内の保健管理センターおよび教務
課と連携して適切な対応を行うとと
もに、状況に照らして適切な各対応
マニュアルの修正を行う。



毎月開催している学生委員会議事
にて各事案についての検討と対応
をおこなっている（「学生支援」
資料②）

「岡山市中区区づくり推進事
業」、中小企業庁「ものづくり・
商業・サービス生産性向上促進補
助事業」他への参画、支援の実
施。

・全国エコツーリズム・シンポジ
ウムに学生とともに参加。
・教員による岡山市「学生イノ
ベーションチャレンジ推進プロ
ジェクト」「中区区づくり推進事
業」、中小企業庁「ものづくり・
商業・サービス生産性向上促進補
助事業」「一財）矢掛町観光交流
推進機構」、岡山JC「キッズ・ビ
ジネスパーク」事業への参画、助
言、支援を実施。
・産学官地域連携センター・産学
官連携推進会議の交流事業・理事
会への参加。
・国際貢献、スポーツ振興NGO
「ハートオブゴールド」監事とし
て活動。
・「岡山県しんきん合同ビジネス
交流会」「第4回 しんくみビジネ
スマッチング」「OTEX おかやまテ
クノロジー展2020」への参加。
・岡山経済同友会「第4回 SDGs研
究・推進会議」への参加。

研究倫理を遵守するための必要な措置
を講じ、適切に対応する。

研究倫理を遵守するための必要な措
置を講じ、適切に対応する。

研究倫理を遵守するための必要な措置
を講じ、適切に対応する。

学生支援の適切性について定期的に点
検・評価し、その結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行う。

［学生支援］
教育の理念・目的を実現するために
学生支援に関する方針を明確にし、
学生が学修に専念し、安定した学生
生活を送ることができるよう、修学支
援、生活支援および進路支援を適
切に行う。

2名の学生支援担当教員により、各
月の教授会において学生支援にかか
わる各種情報を報告し、問題につい
て検討する。

各月の教授会において学生委員が学
生支援の状況・案件を毎回報告し、
その適切性について検討する。必要
に応じて大学全体の学生委員会にて
討議し、対応の決定・対応方法の修
正をおこなう。

［社会連携・社会貢献］
教育の理念・目的を実現するため
に、社会連携・社会貢献に関する方
針を明確にし、その方針に沿って社
会との連携に配慮し、教育研究成果

を広く社会に還元する。

教員に対しては、就実経営学会に
おいて、「就実経営研究」発行に
際して、「投稿規定」を教員に提
示し、順守することを求めてい
る。学生に対しては、卒論作成に
おいて順守すべき事項を学習させ
ている。

［教育研究等環境］
教育の理念・目的を実現し、学生の
学修及び教員による教育研究活動
を必要かつ十分に行えるよう、教育
研究等環境の整備に関する方針を
明確にし、その方針に沿って学修環
境や教育研究環境を整備、適切に
管理運営する。

社会へのサービス活動、地域交流・国際
交流事業への積極的参加など、学外組
織との連携協力による教育研究を推進
し、教育研究成果を適切に社会に還元
する。

地域の経済団体や行政と連携し、各
種フォーラムや審議会への参加、地
域づくりや産業振興への積極的提言
を行う。

岡山市、倉敷市、矢掛町等の地域づ
くり、観光振興、産業振興等に関す
る審議会等へ参加し、専門的知見を
生かして積極的に助言、提言を行
う。



外国人教員の採用により従来1名か
ら2名へ拡充を図った。海外提携大
学3校に留学生を派遣し学生・教員
間の交流を図っている。海外提携
大学2校に教授を派遣し、派遣先大
学の担当者らと学生環境やプログ
ラムについての情報交換をした。
イングリッシュキャンプを開催し
学生に異文化理解やコミュニケー
ションの学習機会を提供し、英語
学習や海外留学への興味とモチ
ベーション向上を図った。学生の
英語力向上とグローバル人材養成
に力点を置いた英語の授業カリ
キュラムの全体的な見直しを検討
し、新規業者の開拓をプログラム
案についての議論をはかり、トラ
イアルプログラム（イングリッ
シュキャンプ）を提供していただ
き、学生アンケートによるフィー
ドバックを分析してさらに議論を
続けている。1年生向けの短期留学
プログラムを数案調べて検討し、
派遣候補の大学の担当者とやりと
りをはかった。うち1校については
教授を派遣した。2021年度以降の

［社会連携・社会貢献］
教育の理念・目的を実現するため
に、社会連携・社会貢献に関する方
針を明確にし、その方針に沿って社
会との連携に配慮し、教育研究成果

を広く社会に還元する。

グローバル化促進として、留学生の積極
的な受け入れ、さらに外国人研究者活
躍の場を広げ、本学の構成員の国際的
活動能力の向上を図る。

外国人教員の採用により従来1名か
ら2名へ拡充を図る。海外提携大学3
校に留学生を派遣し学生・教員間の
交流を図る。イングリッシュキャン
プを開催し学生に英語漬けの環境を
提供する。学生の英語力向上とグ
ローバル人材養成に力点を置いた英
語の授業カリキュラムの全体的な見
直しを検討する。

外国人教員の採用により従来1名か
ら2名へ拡充を図る。海外提携大学3
校に留学生を派遣し学生・教員間の
交流を図る。イングリッシュキャン
プを開催し学生に英語漬けの環境を
提供する。学生の英語力向上とグ
ローバル人材養成に力点を置いた英
語の授業カリキュラムの全体的な見
直しを検討するため、新規業者の開
拓とプログラム案についての議論を
はかる。短期留学プログラムを複数
案調べて次年度以降の実施について
検討する。



外国人教員を採用し従来1名から2
名へ拡充を図った。海外提携大学3
校に留学生を派遣し学生・教員間
の交流を図った。海外提携大学2校
に教授を派遣し、派遣先大学の担
当者らと学生環境やプログラムに
ついての情報交換をした。1年生向
けの短期留学プログラムの検討を
継続し、候補の大学の担当者とや
りとりをはかり、うち1校について
は教授を派遣して現地視察を行っ
た。イングリッシュキャンプを開
催し異文化理解やコミュニケー
ションの学習機会を提供した。英
語学習や海外留学への興味とモチ
ベーション向上を図るために外国
人教員による「文化カフェ」を毎
週開催した。英語力向上とグロー
バル人材養成に力点を置いた英語
の授業カリキュラムの全体的な見
直しを検討し、新規業者の開拓を
継続している。イングリッシュ
キャンプのプログラムをリニュー
アルし異文化理解に力点を置いた
内容を導入した。2021年度の交換
留学の受け入れを決めた。

【2019年度大学院・大学の主要事業計画と改革の重点事項】

［社会連携・社会貢献］
教育の理念・目的を実現するため
に、社会連携・社会貢献に関する方
針を明確にし、その方針に沿って社
会との連携に配慮し、教育研究成果

を広く社会に還元する。

教員各自が、社会連携・社会貢献
の意識をもって活動を行ってお
り、毎年発行される「地域貢献白

書」に掲載している。

社会連携・社会貢献の適切性について
定期的に点検・評価を行い、その結果を
もとに改善・向上に向けた取り組みを行
う。

グローバル化促進として、留学生の積極
的な受け入れ、さらに外国人研究者活
躍の場を広げ、本学の構成員の国際的
活動能力の向上を図る。

外国人教員の採用により従来1名か
ら2名へ拡充を図る。海外提携大学3
校に留学生を派遣し学生・教員間の
交流を図る。イングリッシュキャン
プを開催し学生に英語漬けの環境を
提供する。学生の英語力向上とグ
ローバル人材養成に力点を置いた英
語の授業カリキュラムの全体的な見
直しを検討する。

外国人教員の採用により従来1名か
ら2名へ拡充を図る。海外提携大学3
校に留学生を派遣し学生・教員間の
交流を図る。イングリッシュキャン
プを開催し学生に英語漬けの環境を
提供する。学生の英語力向上とグ
ローバル人材養成に力点を置いた英
語の授業カリキュラムの全体的な見
直しを検討するため、新規業者の開
拓とプログラム案についての議論を
はかる。短期留学プログラムを複数
案調べて次年度以降の実施について
検討する。



①将来構想委員会に教授・准教授
を派遣し、経営学部の発展的な新
組織を提案するための議論を開始
した。大学院構想の実現化に向け
て、岡山県立大学との協働の可能
性を検討するために、教授・准教
授を派遣して意見交換を開始し
た。②経営学部長期インターン
シッププログラム派遣企業の交流
会を開催しインターンシップ内
容、「地域の未来社会を力強く生
き抜く人材の育成」についての情
報交換を行った。長期インターン
シッププログラムについての詳細
な案内資料を作成し、高校訪問時
の広報活動に活用できるようにし
た。③教員の業務の役割分担、仕
事内容を明確に定める業務内容の
マニュアルの作成についての討議
を始めた。⑤新しい教育プログラ
ム導入検討のために他大学で開催
された研修会に教員を派遣した。
FD・SDを専門とする学外講師を就
実経営学会に招き講演を依頼する
討議をした。⑥４つのカテゴリー
別のきめ細かい評価を研究費に反
映させることを継続した。

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。「未来社会を力強く生き
抜く人材を育成し、地域と共に
輝く大学」を目指し、全教職員が
ベクトルを合わせて下記の重点課
題に取り組み、目標達成に向けて
努力する。
（１）教学ガバナンス・マネジメ
ントの強化による内部質保証：組
織的な大学改革への取り組み
（２）3ポリシーを具現化した教
育改革による学びの保証： カリ
キュラムマネジメント体制の構築
（３）満足度向上に繋がる学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化：学生調査に基づく改善整備
（４）新入試制度の構築と効果的
な入試広報活動：優秀な学生の確
保と学生定員の厳格化
（５）地域活性化に繋がる教育・
研究ブランド力の強化：地域貢献
力とグローバル化の推進

①大学・短大改革の将来構想： 10年先
を見据えた大学・短大組織のあり方、将
来構想案を策定する。②IR機能の強化：
学内外の情報を収集、解析、管理、公
開し、戦略的な大学改革や広報活動へ
活用する。③教学・事務組織の再編：教
学・事務組織の充実・効率的運営、業務
の合理化、教職協働体制の充実を図
る。④センター構想：幼保教職支援及び
教養教育の効率的な運営組織へ改組、
兼任教職員を配置して支援強化する。
⑤FD・SD活動等の活性化：FSD研修会
の開催、学外研修会参加の推奨による
教職員の資質向上を図る。⑥教員業績
評価制度改革：教育、研究、社会貢献、
学内貢献等のきめ細かな評価で賞与等
へ反映する。⑦PDCAサイクルの検証：
外部評価委員や学内学生の参画による
自己点検・評価・改善制度を構築する。
⑧国の政策・事業への対応：高等教育
無償化要件、私立大学等改革総合支援
事業に全学的に取り組む。

①将来構想委員会に教授、准教授の
2名を派遣し（従来1名から2名に拡
充）、大学の将来構想案の策定に参
与する。②経営学部長期インターン
シッププログラム派遣先企業の交流
会を開催し、インターンシップ内容
等の情報交換を行う。「地域の未来
社会を力強く生き抜く人材の育成」
について、意見交換を行う③教員の
業務の役割分担、仕事内容を明確に
定め、業務内容のマニュアルを作成
する。⑤学外講師を就実経営学会に
招き講演を依頼する。⑥カテゴリー
別のきめ細かい評価を研究費に反映
させていることを継続する。

将来構想委員会に教授、准教授の2
名を派遣し（従来1名から2名に拡
充）、大学の将来構想案の策定に参
与する。②経営学部長期インターン
シッププログラム派遣先企業の交流
会を開催し、インターンシップ内容
等の情報交換を行う。「地域の未来
社会を力強く生き抜く人材の育成」
について、意見交換を行う③教員の
業務の役割分担、仕事内容を明確に
定め、業務内容のマニュアルを作成
する。⑤FD・SDを専門とする学外講
師を就実経営学会に招き講演を依頼
し討議する。⑥４つのカテゴリー別
のきめ細かい評価を研究費に反映さ
せていることを継続する。



①将来構想委員会に教授・准教授
を派遣し、経営学部の発展的な改
組を提案するための議論を継続し
た。現コースの課題と改善点の洗
い出しと整理を行うための検討会
議を継続した。大学院構想の実現
化に向けて教授・准教授を派遣
し、岡山県立大学との協働の可能
性の一案として新しい教育プログ
ラムの導入を検討した。トライア
ルの特別講座を一年生向けに実施
した。次年度から正式導入を決め
た。②経営学部長期インターン
シッププログラム派遣企業の交流
会を開催しインターンシップ内容
「地域の未来社会を力強く生き抜
く人材の育成」について情報交換
を行った。長期インターンシップ
プログラムについての詳細な案内
資料を作成し、高校訪問時の広報
活動に活用できるようにした。留
学生プログラムも同様の資料を作
成中である。③教員の業務の役割
分担、仕事内容を明確に定める業
務内容のマニュアルの作成につい
ての討議を始めた。⑤新しい教育
プログラム導入検討のために他大
学で開催された研修会に教員を派
遣した。⑥４つのカテゴリー別の
きめ細かい評価を研究費に反映さ
せることを継続した。

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。「未来社会を力強く生き
抜く人材を育成し、地域と共に
輝く大学」を目指し、全教職員が
ベクトルを合わせて下記の重点課
題に取り組み、目標達成に向けて
努力する。
（１）教学ガバナンス・マネジメ
ントの強化による内部質保証：組
織的な大学改革への取り組み
（２）3ポリシーを具現化した教
育改革による学びの保証： カリ
キュラムマネジメント体制の構築
（３）満足度向上に繋がる学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化：学生調査に基づく改善整備
（４）新入試制度の構築と効果的
な入試広報活動：優秀な学生の確
保と学生定員の厳格化
（５）地域活性化に繋がる教育・
研究ブランド力の強化：地域貢献
力とグローバル化の推進

①大学・短大改革の将来構想： 10年先
を見据えた大学・短大組織のあり方、将
来構想案を策定する。②IR機能の強化：
学内外の情報を収集、解析、管理、公
開し、戦略的な大学改革や広報活動へ
活用する。③教学・事務組織の再編：教
学・事務組織の充実・効率的運営、業務
の合理化、教職協働体制の充実を図
る。④センター構想：幼保教職支援及び
教養教育の効率的な運営組織へ改組、
兼任教職員を配置して支援強化する。
⑤FD・SD活動等の活性化：FSD研修会
の開催、学外研修会参加の推奨による
教職員の資質向上を図る。⑥教員業績
評価制度改革：教育、研究、社会貢献、
学内貢献等のきめ細かな評価で賞与等
へ反映する。⑦PDCAサイクルの検証：
外部評価委員や学内学生の参画による
自己点検・評価・改善制度を構築する。
⑧国の政策・事業への対応：高等教育
無償化要件、私立大学等改革総合支援
事業に全学的に取り組む。

①将来構想委員会に教授、准教授の
2名を派遣し（従来1名から2名に拡
充）、大学の将来構想案の策定に参
与する。②経営学部長期インターン
シッププログラム派遣先企業の交流
会を開催し、インターンシップ内容
等の情報交換を行う。「地域の未来
社会を力強く生き抜く人材の育成」
について、意見交換を行う③教員の
業務の役割分担、仕事内容を明確に
定め、業務内容のマニュアルを作成
する。⑤学外講師を就実経営学会に
招き講演を依頼する。⑥カテゴリー
別のきめ細かい評価を研究費に反映
させていることを継続する。

将来構想委員会に教授、准教授の2
名を派遣し（従来1名から2名に拡
充）、大学の将来構想案の策定に参
与する。②経営学部長期インターン
シッププログラム派遣先企業の交流
会を開催し、インターンシップ内容
等の情報交換を行う。「地域の未来
社会を力強く生き抜く人材の育成」
について、意見交換を行う③教員の
業務の役割分担、仕事内容を明確に
定め、業務内容のマニュアルを作成
する。⑤FD・SDを専門とする学外講
師を就実経営学会に招き講演を依頼
し討議する。⑥４つのカテゴリー別
のきめ細かい評価を研究費に反映さ
せていることを継続する。



②経営学部の英語教育の根本的な
見直しを継続している。新規の語
学学校のプログラムのヒアリング
を行い、トライアルの意味で1年生
向けの夏期短期プログラムを依頼
したのち、授業への導入を引き続
き検討している。学生の英語力の
向上とGBMコース学生の増加に向け
て、2021年度以降の1年生向け短期
留学プログラムの実施の可能性の
検討を継続している。3候補に絞り
プログラムを検討し、そのうちの
一大学に教授を派遣して現地視察
を行い、担当部署とプログラム内
容についての議論を行ったのち、
検討を継続している。③シラバス
の第三者チェックを継続してい
る。各学年に合わせた個別の履修
指導を開催した。⑤思考発想法、
サービス人材論、ツーリズムコ
ミュニケーション等授業において
SAを採用し、学生相互学習支援の
促進を図った。留学生にバディや
チューターを採用して学生相互学
習支援をはかっている。⑥入学時
の学生の基礎力診断を継続実施し

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。「未来社会を力強く生き
抜く人材を育成し、地域と共に
輝く大学」を目指し、全教職員が
ベクトルを合わせて下記の重点課
題に取り組み、目標達成に向けて
努力する。
（１）教学ガバナンス・マネジメ
ントの強化による内部質保証：組
織的な大学改革への取り組み
（２）3ポリシーを具現化した教
育改革による学びの保証： カリ
キュラムマネジメント体制の構築
（３）満足度向上に繋がる学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化：学生調査に基づく改善整備
（４）新入試制度の構築と効果的
な入試広報活動：優秀な学生の確
保と学生定員の厳格化
（５）地域活性化に繋がる教育・
研究ブランド力の強化：地域貢献
力とグローバル化の推進

①３ポリシーの定期点検：３ポリシーに対
応したアセスメントポリシーを策定し、毎
年定期的に点検評価する。②カリキュラ
ム改革：DPに基づく体系的カリキュラム
（カリキュラムマップ／ナンバリング）へ改
訂する。③履修指導の徹底：シラバスの
第三者チェックを徹底し、個々の学生に
対応したきめ細かな履修指導を行う。④
新しい教育方法の実践：ICT教育、アク
ティブラーニング、PBL、反転授業などを
全学的に推進する。⑤学生相互学修支
援の促進：SA・TAやピアサポート、学修
支援体制を構築し、指導学生の育成を
図る。⑥学生が成長を実感する教育改
革：学生の基礎力診断を継続実施し、学
生・教職員への周知、活用推進を図る。
⑦学修成果の可視化：アセスメントポリ
シーの評価基準を策定し、GPA制度の
活用などで多面的に評価する。⑧学び
の保証体制：授業評価アンケートの活用
を促進し、学修ポートフォリオの全学導
入を検討する。

①3ポリシーに適合するアセスメン
トポリシーを検討する。②従来提携
していた語学学校による英語教育を
見直すための検討を開始する。全学
の3ポリシー改革に合わせてDPを再
検討する。③シラバスの第三者
チェックを継続する。各学年に合わ
せた個別の履修指導を開催する。④
アイデア発想法と情報整理能力を開
発するために「アイデア・マラソ
ン」の講師を招聘し必修授業を通じ
て全学部生への浸透を図る。⑤思考
発想法、サービス人材論、ツーリズ
ムコミュニケーション等授業におい
てSAを採用し、学生相互学習支援の
促進を図る。留学生にバディや
チューターを採用して学生相互学習
支援をはかる。⑥入学時と卒業前に
実施する学生の基礎力診断を継続実
施し、学生指導に活用する。⑦アセ
スメントポリシーの評価基準を検討
し、GPA制度の活用などで多面的に
評価するための検討を開始する。⑧
学修ポートフォリオの全学導入に合
わせて経営学部のカリキュラムに適
合したポートフォリオの構築を検討
する。

①3ポリシーに適合するアセスメン
トポリシーを検討する。②従来提携
していた語学学校による英語教育を
見直すため、新規の語学学校のプロ
グラムのヒアリングを行う。英語力
の向上とGBMコース学生の増加に向
けて次年度以降の短期留学プログラ
ムの実施の可能性を検討する。全学
の3ポリシー改革に合わせてDPを再
検討する。③シラバスの第三者
チェックを継続する。各学年に合わ
せた個別の履修指導を開催する。④
アイデア発想法と情報整理能力を開
発するために「アイデア・マラソ
ン」の講師を招聘し必修授業を通じ
て全学部生への浸透を図る。⑤思考
発想法、サービス人材論、ツーリズ
ムコミュニケーション等授業におい
てSAを採用し、学生相互学習支援の
促進を図る。留学生にバディや
チューターを採用して学生相互学習
支援をはかる。⑥入学時と卒業前に
実施する学生の基礎力診断を継続実
施し、学生指導に活用する。⑦アセ
スメントポリシーの評価基準を検討
し、GPA制度の活用などで多面的に
評価するための検討を開始する。⑧
学修ポートフォリオの全学導入に合
わせて経営学部のカリキュラムに適
合したポートフォリオの構築を検討
する。



②経営学部の英語教育プログラム
の根本的な見直しを継続してい
る。新規の語学学校のトライア
ル・プログラムを1年生対象に提供
し、アンケートの結果を受けて新
しい英語授業プログラムの導入を
検討している。GBMコース学生の増
加に向けて1年生向け短期留学プロ
グラムの実施の可能性の検討を継
続している。3候補に絞り、うち一
大学に教授を派遣して現地視察を
行った。留学プログラムは学部全
体の将来構想と絡めて改革を検討
することにして引き続き検討を継
続している。
③シラバスの第三者チェックを継
続している。各学年に合わせた個
別の履修指導を開催した。
④外国人講師による「文化カ
フェ」を1年生対象に毎週開催を開
始し、語学と異文化への興味を引
き出す試みを継続した。留学説明
会の回数を増加した。
⑤思考発想法、サービス人材論、
ツーリズムコミュニケーション等
授業においてSAを採用し、学生相
互学習支援の促進を図った。留学
生にバディやチューターを採用し
て学生相互学習支援をはかってい
る。留学体験者と留学希望者の情
報交換会を実施した⑥入学時の学
生の基礎力診断を継続実施して学
生指導に活用している。学生の

②施設利用率向上：名簿は未設
置、会計DBの利用率も講義の特性
上前期に積極的に活用するのが難
しく向上していない。目標未達
成。
③事後学修への参加促進：提携企
業交流会に4名の学生が参加し、報
告した。目標達成。

①徹底した学生調査：入学時、卒業時、
卒業後アンケート・インタビューを実施し
て、大学運営改善に繋げる。②キャンパ
スアメニティの充実：施設設備の充実、
老朽化した設備の改修・更新、施設の有
効活用を推進する。③学生生活実態調
査活用：調査結果の解析を踏まえた課
題抽出、改善策を検討し、学生への周
知、改善を図る。④キャリア支援の強化：
キャリア教育充実、学内インターンシップ
制度の導入、就職率80％以上を達成す
る。⑤学生相談への支援体制強化：担
任制度による定期的な学生面談を徹底
し、メンタルサポート体制を強化する。⑥
障がい学生支援：障がい者学修支援体
制、施設の充実を図り、保健管理セン
ターの支援体制を強化する。

②に関して、経営学部の特色ある施
設である「agora」「i-cafe」の利
用率向上を目標とする。③経営学部
の特色ある教育プログラムである
「長期インターンシップ」の事後学
修として位置づけている「グローカ
ル報告会」への参加率向上（3回生
の報告者及び1，2回生のオーディエ
ンスの参加率を100%に近づける）
や、プログラム改善のための受入企
業・学部間の交流の場である「提携
企業交流会」への学生の参加率向上
（0%→5%）を目標とする

②施設利用率向上：定量的な目標管
理のため、i-caféに利用者名簿を設
置する。また、データベース契約を
見直し、主に会計系のゼミで日経
Needs Financial Questの利用率を
向上することを通じて、同DBを利用
可能な端末が設置してあるi-caféの
利用率向上を目指す。
③事後学修への参加促進：グローカ
ル報告会への参加率を100%に近づけ
るため、2回生が主に履修する「特
別講義Ⅰ」の講義計画に組み込む。
従来教員と受入企業担当者のみ参加
してきた提携企業交流会にグローカ
ル報告会で選出された優秀レポート
を執筆した学生に5名ほど参加する
よう依頼する。

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。「未来社会を力強く生き
抜く人材を育成し、地域と共に
輝く大学」を目指し、全教職員が
ベクトルを合わせて下記の重点課
題に取り組み、目標達成に向けて
努力する。
（１）教学ガバナンス・マネジメ
ントの強化による内部質保証：組
織的な大学改革への取り組み
（２）3ポリシーを具現化した教
育改革による学びの保証： カリ
キュラムマネジメント体制の構築
（３）満足度向上に繋がる学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化：学生調査に基づく改善整備
（４）新入試制度の構築と効果的
な入試広報活動：優秀な学生の確
保と学生定員の厳格化
（５）地域活性化に繋がる教育・
研究ブランド力の強化：地域貢献
力とグローバル化の推進

①３ポリシーの定期点検：３ポリシーに対
応したアセスメントポリシーを策定し、毎
年定期的に点検評価する。②カリキュラ
ム改革：DPに基づく体系的カリキュラム
（カリキュラムマップ／ナンバリング）へ改
訂する。③履修指導の徹底：シラバスの
第三者チェックを徹底し、個々の学生に
対応したきめ細かな履修指導を行う。④
新しい教育方法の実践：ICT教育、アク
ティブラーニング、PBL、反転授業などを
全学的に推進する。⑤学生相互学修支
援の促進：SA・TAやピアサポート、学修
支援体制を構築し、指導学生の育成を
図る。⑥学生が成長を実感する教育改
革：学生の基礎力診断を継続実施し、学
生・教職員への周知、活用推進を図る。
⑦学修成果の可視化：アセスメントポリ
シーの評価基準を策定し、GPA制度の
活用などで多面的に評価する。⑧学び
の保証体制：授業評価アンケートの活用
を促進し、学修ポートフォリオの全学導
入を検討する。

①3ポリシーに適合するアセスメン
トポリシーを検討する。②従来提携
していた語学学校による英語教育を
見直すための検討を開始する。全学
の3ポリシー改革に合わせてDPを再
検討する。③シラバスの第三者
チェックを継続する。各学年に合わ
せた個別の履修指導を開催する。④
アイデア発想法と情報整理能力を開
発するために「アイデア・マラソ
ン」の講師を招聘し必修授業を通じ
て全学部生への浸透を図る。⑤思考
発想法、サービス人材論、ツーリズ
ムコミュニケーション等授業におい
てSAを採用し、学生相互学習支援の
促進を図る。留学生にバディや
チューターを採用して学生相互学習
支援をはかる。⑥入学時と卒業前に
実施する学生の基礎力診断を継続実
施し、学生指導に活用する。⑦アセ
スメントポリシーの評価基準を検討
し、GPA制度の活用などで多面的に
評価するための検討を開始する。⑧
学修ポートフォリオの全学導入に合
わせて経営学部のカリキュラムに適
合したポートフォリオの構築を検討
する。

①3ポリシーに適合するアセスメン
トポリシーを検討する。②従来提携
していた語学学校による英語教育を
見直すため、新規の語学学校のプロ
グラムのヒアリングを行う。英語力
の向上とGBMコース学生の増加に向
けて次年度以降の短期留学プログラ
ムの実施の可能性を検討する。全学
の3ポリシー改革に合わせてDPを再
検討する。③シラバスの第三者
チェックを継続する。各学年に合わ
せた個別の履修指導を開催する。④
アイデア発想法と情報整理能力を開
発するために「アイデア・マラソ
ン」の講師を招聘し必修授業を通じ
て全学部生への浸透を図る。⑤思考
発想法、サービス人材論、ツーリズ
ムコミュニケーション等授業におい
てSAを採用し、学生相互学習支援の
促進を図る。留学生にバディや
チューターを採用して学生相互学習
支援をはかる。⑥入学時と卒業前に
実施する学生の基礎力診断を継続実
施し、学生指導に活用する。⑦アセ
スメントポリシーの評価基準を検討
し、GPA制度の活用などで多面的に
評価するための検討を開始する。⑧
学修ポートフォリオの全学導入に合
わせて経営学部のカリキュラムに適
合したポートフォリオの構築を検討
する。



②施設利用率向上：i-caféの管理
方針が未定のため名簿は未設置、
会計DBの利用率については増子ゼ
ミ、鈴木ゼミの会計2ゼミにおいて
講義に組み込むことで利用者数が
十数名程度増加した。
③事後学修への参加促進：達成済

・HPでの情報公開：教員紹介ペー
ジ の 情 報 更 新 を 依 頼 中 。
Researchmapのリンクを付す教員も
増えた（人数未確認、少なくとも
青山）。
・Facebookページの更新状況には
変化がなく計画は未達成である。

・HPでの情報公開：教員紹介ペー
ジ の 情 報 更 新 を 依 頼 中 。
Researchmapのリンクを付す教員数
が4名に増加している。
・Facebookページは中間報告時点
より投稿が5件増加した。計画の通
り定例研究会の実施報告を投稿し
たことや、学生の受賞報告を投稿
したことなどによる。

①前期に学会において研究会を開
催した。紀要の論文公開は遅れて
いるが、後期中には2018年度分の
論文を公開する予定である。
④長期インターンシップに係る連
携協定を倉敷商工会議所と締結し
た。また、提携企業・団体交流会
を開催した。

①入試制度改革：2020年度新入試制度
に向けた本学の入試要項を検討して、
HP等で公表する。②入学者選抜実施体
制の点検：入学者選抜の評価、入学者
の追跡調査等により選抜方法の妥当性
を検証する。③入学前教育：入学前科
目別通信教育により基礎学力を強化し、
プレイスメントテストを実施する。④情報
公開、広報活動：HPや大学ポートレー
ト、オープンキャンパスを充実し、幅広い
広報活動を展開する。⑤高大接続：指
定校の見直し、定期的な高校訪問、協
議体制を構築し、特に就実高校との連
携を強化する。⑥奨学金制度充実：入
学者の確保に繋がる奨学金制度、経済
的に修学困難な学生への支援を強化す
る。

④に関して、従来取り組んできた、
経営学部特設HP及び経営学部特設
Facebookを通じた学部の情報発信を
強化することを目標とする。

④ 情 報 発 信 ： 学 科 教 員 の
Researchmapの利用を促し同サイト
への登録率の向上を目指す。教員紹
介ページに同サイトのリンクを付す
ことで、学部の教育・研究活動に関
する詳細な情報を開示する。また、
就実経営学会での定例研究会の実施
報告など、学部Facebookの投稿コン
テンツを見直し、投稿記事数を増や
す。

①徹底した学生調査：入学時、卒業時、
卒業後アンケート・インタビューを実施し
て、大学運営改善に繋げる。②キャンパ
スアメニティの充実：施設設備の充実、
老朽化した設備の改修・更新、施設の有
効活用を推進する。③学生生活実態調
査活用：調査結果の解析を踏まえた課
題抽出、改善策を検討し、学生への周
知、改善を図る。④キャリア支援の強化：
キャリア教育充実、学内インターンシップ
制度の導入、就職率80％以上を達成す
る。⑤学生相談への支援体制強化：担
任制度による定期的な学生面談を徹底
し、メンタルサポート体制を強化する。⑥
障がい学生支援：障がい者学修支援体
制、施設の充実を図り、保健管理セン
ターの支援体制を強化する。

②に関して、経営学部の特色ある施
設である「agora」「i-cafe」の利
用率向上を目標とする。③経営学部
の特色ある教育プログラムである
「長期インターンシップ」の事後学
修として位置づけている「グローカ
ル報告会」への参加率向上（3回生
の報告者及び1，2回生のオーディエ
ンスの参加率を100%に近づける）
や、プログラム改善のための受入企
業・学部間の交流の場である「提携
企業交流会」への学生の参加率向上
（0%→5%）を目標とする

②施設利用率向上：定量的な目標管
理のため、i-caféに利用者名簿を設
置する。また、データベース契約を
見直し、主に会計系のゼミで日経
Needs Financial Questの利用率を
向上することを通じて、同DBを利用
可能な端末が設置してあるi-caféの
利用率向上を目指す。
③事後学修への参加促進：グローカ
ル報告会への参加率を100%に近づけ
るため、2回生が主に履修する「特
別講義Ⅰ」の講義計画に組み込む。
従来教員と受入企業担当者のみ参加
してきた提携企業交流会にグローカ
ル報告会で選出された優秀レポート
を執筆した学生に5名ほど参加する
よう依頼する。

①教員の教育研究力の推進：学会、研
究論文、HP等による研究成果の情報公
開や共同研究を推進する。②科研費等
の研究資金獲得の促進：研究費採択率
10％増、学内助成制度や外部補助金へ
の申請を促進する。③若手研究者の支
援：学内共同プロジェクト、競争的資金
制度や褒賞制度を充実し、支援体制を
強化する。④地域連携協力推進：産業
界や自治体との連携事業を通じた大学
の人的・知的資源の積極的な活用を推
進する。⑤地域貢献活動促進：地域コ
ミュニティーや企業インターンシップを通
じた交流活動を促進・展開する。⑥グ
ローバル化の促進：海外連携協定大学
を拡充、交換留学生を増やし、教員海
外研修を促進する。

①学部学会において、公開研究会を
定期的に開催するとともに、学部発
行の紀要に掲載された論文をリポジ
トリで順次公開する。
④地域の経済団体との連携を通じ
て、教育プログラムとしての長期イ
ンターンシップの拡充を図るととも
に、地域への人的資源の貢献を図
る。

①学部学会において、公開研究会を
定期的に開催するとともに、学部発
行の紀要に掲載された論文をリポジ
トリで順次公開する。
④地域の経済団体との連携を通じ
て、教育プログラムとしての長期イ
ンターンシップの拡充を図るととも
に、地域への人的資源の貢献を図
る。年度内に新たに連携協定の締結
を図る。

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。「未来社会を力強く生き
抜く人材を育成し、地域と共に
輝く大学」を目指し、全教職員が
ベクトルを合わせて下記の重点課
題に取り組み、目標達成に向けて
努力する。
（１）教学ガバナンス・マネジメ
ントの強化による内部質保証：組
織的な大学改革への取り組み
（２）3ポリシーを具現化した教
育改革による学びの保証： カリ
キュラムマネジメント体制の構築
（３）満足度向上に繋がる学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化：学生調査に基づく改善整備
（４）新入試制度の構築と効果的
な入試広報活動：優秀な学生の確
保と学生定員の厳格化
（５）地域活性化に繋がる教育・
研究ブランド力の強化：地域貢献
力とグローバル化の推進



①経営学会において研究会を全8回
を開催した。2.3月にも2回の研究
会を企画をしていたが、新型コロ
ナウイルスの感染予防のため延期
とした。紀要についても2018年度
分の論文をリポジトリにて公開し
た。④長期インターンシップに係
る連携協定を倉敷商工会議所と締
結した。また、提携企業・団体交
流会を開催した。

◆中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況の運営について◆

（２）2019年度実行内容は、2019年計画の具体的取組・実行内容を具体的にかつ定量的（数値的）に記載する。
（３）計画達成状況は、年度途中（9月末）、年度末（３月末）に計画の達成状況を部局長及び学長が評価し、次年度計画の参考とする。

（１）2019年度計画は、就実大学大学院・就実大学中期目標・計画の具体的な取組・実行内容に基づいて計画する。中期目標・計画に関連して、新たな取組がある場合は項目を増やして記載する。
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究論文、HP等による研究成果の情報公
開や共同研究を推進する。②科研費等
の研究資金獲得の促進：研究費採択率
10％増、学内助成制度や外部補助金へ
の申請を促進する。③若手研究者の支
援：学内共同プロジェクト、競争的資金
制度や褒賞制度を充実し、支援体制を
強化する。④地域連携協力推進：産業
界や自治体との連携事業を通じた大学
の人的・知的資源の積極的な活用を推
進する。⑤地域貢献活動促進：地域コ
ミュニティーや企業インターンシップを通
じた交流活動を促進・展開する。⑥グ
ローバル化の促進：海外連携協定大学
を拡充、交換留学生を増やし、教員海
外研修を促進する。

①学部学会において、公開研究会を
定期的に開催するとともに、学部発
行の紀要に掲載された論文をリポジ
トリで順次公開する。
④地域の経済団体との連携を通じ
て、教育プログラムとしての長期イ
ンターンシップの拡充を図るととも
に、地域への人的資源の貢献を図
る。

①学部学会において、公開研究会を
定期的に開催するとともに、学部発
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④地域の経済団体との連携を通じ
て、教育プログラムとしての長期イ
ンターンシップの拡充を図るととも
に、地域への人的資源の貢献を図
る。年度内に新たに連携協定の締結
を図る。

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。「未来社会を力強く生き
抜く人材を育成し、地域と共に
輝く大学」を目指し、全教職員が
ベクトルを合わせて下記の重点課
題に取り組み、目標達成に向けて
努力する。
（１）教学ガバナンス・マネジメ
ントの強化による内部質保証：組
織的な大学改革への取り組み
（２）3ポリシーを具現化した教
育改革による学びの保証： カリ
キュラムマネジメント体制の構築
（３）満足度向上に繋がる学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化：学生調査に基づく改善整備
（４）新入試制度の構築と効果的
な入試広報活動：優秀な学生の確
保と学生定員の厳格化
（５）地域活性化に繋がる教育・
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